
事 務 連 絡  

令和２年（2020 年）11月 12 日  

 

各（総合）振興局建設指導課 主査（建築住宅） 様 

 

建設部住宅局住宅課家賃管理係長   

 

北海道営住宅条例に基づく入居資格審査について 

北海道営住宅条例第６条第５号に定める入居資格審査の取扱いについては、平成 30 年２月 28

日付け事務連絡でお知らせしたところですが、（総合）振興局及び指定管理者における審査の徹底

を図るため、改めて審査の手順等を定めましたので、適切に処理するようお願いいたします。 

また、あわせて指定管理者に対しても、その旨周知願います。 

記 

１ 条例第６条第５号に係る入居資格審査 

 ・退去滞納者でないことの確認は、退去滞納者情報のファイルと照合して確認すること。 

・審査手順：「【別添１】入居資格の審査フロー図」のとおり。 

 

２ 損害金等調定者一覧について 

  損害金等調定者一覧は、振興局の調定情報を基に「損害金等調定者一覧」を作成しておりま

すので、調定情報に変更がある場合は、すみやかに報告をお願いします。 

 

３ 同居の承認について 

  条例第 12 条第５号に規定する同居の承認の審査についても、原則、本通知に準じた取扱いを

お願いします。 

 

４ 退去滞納者情報の共有について 

指定管理者に対して、この通知の周知にあわせて情報提供を行い、以降は更新の都度、情報

提供をお願いします。 

退去滞納者情報ファイルはパスワードを設定しておりますので、パスワードについては、別

途お知らせいたします。 

 

５ 個人情報の取扱いについて 

退去滞納者情報については、「道営住宅の管理に係る個人情報の取り扱いについて」（平成 17

年６月 14日付け住宅第 457 号、建設部住宅課長）に基づき取扱いをお願いします。 

 

（ 家賃管理係 ） 



【 別添 １ 】

入居資格の審査フロー図
○入居の流れ （例 ）

募集案内書 入居申請書
公開抽選

退 去 滞 納 者 で 仮当選通知
の 配 布 の 受 付 ないこ と を確認 の 発 行

下段へ

入居資格 入居住宅 入 居 決 定
入居説明 入居開始の 審 査 下見案内 通知の送付

○抽選後における入居資格審査の流れ

振興局 指定管理者 申込者 【仮当選後 】

退 去 滞 納者 情 報 の 共 有 公 開 抽 選

○ 情 報 更 新 時 に 指 定 管 理 者 へ 情 報 提 供
・ 退 去 滞 納者 一 覧
・ 損 害 金 等調 定 一 覧

入 居 資 格 審 査（ そ の １ ）
保 存 先 フ ォ ル ダ

・退去滞 納者一覧を 確認 仮 当 選 通 知 書
X:¥080_建 設 部 ¥220_住 宅 課 ¥03_住 宅 管 理 ・損害金 等調定一覧 を確認
¥退 去 滞 納 者 等 確 認 用 一 覧 →道条 例第６条 (５ )の確 認

○ フ ァ イ ル の 更 新
家 賃 ・ 駐 車 場 使 用 料 ： 毎 月 １ 日
(土 日 祝 日の 場 合 は 翌 開 庁 日 )
損 害 金 ： 変 更 報 告 の 都 度 、 適 宜

○ フ ァ イ ル 更 新 の 都 度 、 指 定 管 理 者 に 提 供

入 居 資 格 審 査 及 び 確 認 入 居 資 格 審 査 (そ の ２ ) 審 査 書 類 提 出

・ 暴 力 団 でな い こ と の 確 認 ・ 同 居 親 族 等 の 確 認 例 ） ○ 住 民 票
（ 道 警 捜査 第 四 課 あ て 照 会 ） ・ 政 令 月 収 の 確 認 ○ 身 体 障 が い 者 手 帳

・ す べ て の入 居 資 格 の 最 終 確 認 ・ 特 目 要 件 等 の 確 認 ○ 源 泉 徴 収 票
・ そ の 他 、 必 要 と す る 資 格 の 確 認 ○ 北海道警察あて照会の「同意書」

○ そ の 他 必 要 と 認 め る 書 類

入 居決 定

※ 入 居 資 格 審 査 が 適 正 に 行 わ れ て い れ ば 、 必 ず し も 上 記 「 入 居 資 格 審 査 の 流 れ 」 と 合 致 し て い る 必 要 は あ り ま せ ん 。



 

住宅第 457 号 

平成17年6月14日 

各支庁経済部建設指導課長 様 

建設部住宅課長 

道営住宅の管理に係る個人情報の取り扱いについて 

個人情報の保護に関しては、平成17年4月1日から「個人情報の保護に関する法律(以下「保護法」という。)」が

全面施行されたことに伴い、個人情報取扱事業者とされる民間企業等において所要の対応策が講じられていること

など、個人情報の取り扱いに関する社会全体の意識が従前に増して高まりを見せる中、地方公共団体においても、

個人情報の保護という点において、これまで以上に職員一人一人が高い意識をもって、業務にあたることが求めら

れております。 

道においては、平成6年3月31日に北海道個人情報保護条例(以下「保護条例」という。)が既に制定されており、

道営住宅の管理業務おいても、保護条例を遵守した個人情報の取り扱いを行うこととなっておりますが、保護法の

本格施行に合わせ、このたび保護条例も改正され、新たに罰則規定が設けられたことや、受託業務従事者にも実施

機関の職員と同様の義務が課されるなど、必要な規定が整備されたところであります。 

道営住宅の管理においては、個人のプライバシーに関わる多くの情報を取り扱うという業務の特殊性から、これ

までも、適正な個人情報の取り扱いに努めてきたところでありますが、今後の道営住宅の管理業務における個人情

報については、改正後の保護条例に基づいた適正な取り扱いがなされるようお願いします。 

また、道営住宅の管理を委託している市町等にもこの旨周知をお願いします。 

記

1 保護条例の改正内容(平成17年4月1日一部施行) 

(1) 実施機関に公安委員会及び警察本部長を加えることに伴う改正 

(2) 罰則規定に係る改正 

(3) その他個人情報保護制度の充実を図るための改正 

(4) その他の改正 

※詳細別紙のとおり 

2 改正後の保護条例 

※別紙のとおり 



 

事 務 連 絡 

平成17年6月14日 

各支庁経済部建設指導課 

建築住宅主査 様 

建設部住宅課住宅管理グループ 

主査(管理) 

道営住宅の管理に係る個人情報の取り扱いについて 

このことについては、平成17年6月14日付け住宅第457号により通知したところでありますが、道営住宅の管理業務にお

いて取り扱われる個人情報の内容や性格、処理の現状などを踏まえ、特に下記の事項に留意のうえ、適切な事務処理をお

願いします。 

記

1 個人情報の取り扱いに関する保護条例の基本規定 

 
(1)収集の制限 
(2)利用及び提供の制限 

 

北海道個人情報保護条例第7条関係 

第8条関係 

第9条関係 

第10条関係 

第11条関係 

第12条関係 

第13条関係 

(3)提供先に対する措置請求  

(4)電子計算組織を結合する方法による提供の制限  

(5)適正管理  

(6)委託に伴う措置  

(7)職員等の義務  

2 上記規定に係る基本的な対応 

(1) 収集等における留意事項 

① 当該情報を求める根拠、理由、必要性などについて、あらかじめ十分な説明を行うよう努めること 

② 情報の収集は、公正な方法により、可能な限り本人から行うよう努めること 

③ 収集する情報は、必要な範囲(事項)のみとすること 

④ 本人以外から情報を収集する場合は、後にトラブルや誤解が生じないよう、極力、本人の同意を得ること

とし、それにより難い場合は、あらかじめその旨を周知しておくことが望ましいこと 

(2) 利用及び提供等における留意事項 

① 第3者への個人情報提供に関しては、特に1真重な判断のもと、以下の方法等を基本とした取り扱 

いとすること 

② 他の機関等から情報提供を求められた場合は、下記により対応すること 

○行政機関など公的機関以外は、原則、来庁を求めること 

○青報提供を求める相手方に、概ね下記の事項が記載された書面を提出させること(標準様式1-1) 

・情報を必要とする機関等の名称、所在地、代表者 

・情報を求める本人との関係 

・来庁者の身分、氏名、連絡先、身分証明書の提示 

・必要な情報の内容 

・当該情報が必要な理由 

・取得した情報の利用目的及び利用方法 

・その他必要と思われる事項 

○情報を提供する場合は、下記の方法等によること(標準様式1-2) 

・法令等の規定に基づく場合を除き、原則、本人の同意を得ること 

・提供する情報の内容や範囲は、個々の事例に応じて適切に判断すること 

・情報の提供は、原則、書面をもって行うこと 

・情報の利用目的や利用方法などについて制限を付すこと 

・情報の適切な取り扱いについて必要な措置を求めること 

○上記に係る事務処理は、当該道営住宅を所管する支庁において行うこと 



③ 道営住宅の入居者のみで組織する団体(以下「自治会等」という。)から当該団体に属する入居者に関わる情

報提供を求められた場合は、共同施設等の管理運営上、特に必要と認められる場合に限り、下記による対応す

ること 

○提供する情報は、下記の範囲とすること 

・住宅情報住戸番号、名義人氏名 

・駐車場情報区画番号、住戸番号、利用者氏名、車両ナンバー 

・上記の異動情報……入退去者、異動年月日 

○入居者(利用者)名簿など、上記に係る集合情報を資料として提供を求められた場合は、下記の内容を具備し

た書面を当該自治会等に提出させること(標準様式2-1) 

・原則、自治会等の代表者が作成した書面であること 

・当該情報の取得に関し、自治会等を構成する入居者の合意形成が図られていること 

・求める情報の内容が明記されていること 

・利用目的が、共同施設等の管理運営のためのものであること 

・当該情報を管理する者が特定されていること 

○情報を提供する場合は、下記の方法等によること(標準様式2-2) 

・情報の提供は、原則、書面をもって行うこと 

・提供する情報は、上記の範囲とすること 

・情報の利用目的や利用方法などについて制限を付すこと 

・Il青報の適切な取り扱いについて必要な措置を求めること 

○上記の取り扱いを踏まえ、新規入居者に対しては、入居手続きの過程で自治会等への情報提供を行う旨の説

明を行い、あらかじめ同意を得ておくことが望ましいこと 

○なお、必要とされている情報が極少数であり、かつ特段の支障が認められる場合に限り、□頭など簡便な方

法によることも可能であること 

④ 上記の方法によるほか、個人の生命、身体又は財産の安全を守るため緊急かつ止むを得ないと認められる場

合を除き、原則、第3者に個人情報の提供は行わないこと 

 

(3) 適正管理等における留意事項 

① 個人情報が記載された書類等の保管は、原則、施錠可能なロッカー等において行うこと 

② 個人情報が記載された書類等の破棄は、復元が不可能な状態で行うこと 

③ 個人情報を取り扱うパソコンは、原則、パスワードにより起動させるものとすること 

④ パソコンによる個人情報データーの加工及び出力は、利用目的の範囲で行うこと 

⑤ 不要となった個人情報が記載された資料等は、速やかに廃棄処分を行うこと 

(4) 上記による以外は、北海道個人情報保護条例の規定により処理すること。 



事  務  連  絡  

平成３０年２月 28日  

 

各（総合）振興局建設指導課長  様 

 

建設部住宅局住宅課住宅管理グループ主幹  

 

北海道営住宅条例の一部改正に伴う入居資格確認用退去滞納者等損害賠償金等 

調定者一覧の作成について（照会） 

このことについて、平成30年４月１日施行の北海道営住宅条例の一部改正に伴い、道公営

住宅において家賃、駐車場使用料等を滞納したまま退去した者（以下「退去滞納者」）につい

て平成３０年４月１日入居申込みより、入居資格の確認を行う際に退去滞納者ではないことを

確認するために住宅管理システムでは作成出来ない損害賠償金等の調定者の一覧を作成する

ため、別紙調査表により提出願います。 

記 

１ 調査対象 

  財務システムに損害賠償金その他道公営住宅等の使用に係る債務を調定している者 

２ 提出期限 

  平成３０年３月１９日（月） 

３ 作成の注意 

  ①財務システムに損害賠償金等を調定している者を全て記載して下さい。この際、調定額

との整合性を確認して下さい。 

   なお、４月以降は随時更新となりますので、変更があれば報告願います。 

  ②退去滞納者一覧0301を下記のとおり配置しますので、作成資料として活用ください。 

   X:\080_建設部\220_住宅課\03_住宅管理Ｇ\退去滞納者等確認用一覧 

４ その他 

・資料 別添１ 4月以降運用フロー図 

  ・運用開始時は住宅課から連絡します。 

 

 

 

 

 

 

 

担当：主任 鹿又芳弘 

内線：6210-29-535 



- 1 -

【別添１】

４月以降運用フロー図
１募集案内書の配布

２入居申請書の受付

３公開抽選

４仮当選通知書の送付

５入居資格の審査

①入居者の同居に関する書類の確認

②給与所得者の収入金に関する書類の確認

③事業所得者の収入金額に関する書類の確認

④公的年金受給者の収入金額に関する書類の確認

⑤その他の特別な事情等がある方の書類の確認

ア婚姻関係を確認する書類

イ・・・・

ウ・・・・

エ暴力団構成員ではないことを確認するための書類

オ退去滞納者でないことを確認するための書類 ・退去滞納者一覧を確認（振興局）

・損害金等調定一覧を確認（振興局）

６入居住宅下見案内書の送付

７入居決定通知の送付

８入居説明会

９入居の開始


